
2 火　災（381号）

1．はじめに
　近年，大規模な倉庫火災や半導体工場の火災が相
次いでいる。工場や倉庫の火災は，利用者等に死者
が出ると社会的に大きな問題となる高齢者福祉施設
や病院等の火災と違って，一般の関心は低い。だが，
工場や倉庫は防火規制が相対的に緩いこともあって，
大きな問題が潜在している可能性がある。本稿では，
消防白書や消防庁火災報告データ等から，工場や倉
庫の火災の状況を分析し，課題を考える。

2．工場等と倉庫の火災件数と出火率
2.1　工場等と倉庫の火災件数
　図１は，消防白書の「建物火災の火元建物用途別
の損害状況（2021 年白書の場合資料 1-1-40）」を
もとに，2000 年から 2020 年までの火災件数の推
移を，「工場等」，「倉庫」及び「一般事業所」の別
に見たものである。
　ここで，「工場等」は消防法施行令別表第一（12）
項イ（工場又は作業場）を，「倉庫」は同表（14）
項（倉庫）を，「一般事業所」は同表（戸建て住宅
は含まれない）から（5）項ロ（寄宿舎，下宿又は
共同住宅），（12）項イ及び（14）項を除いたもの
をいう（以下同じ）。
　図１から，一般事業所と倉庫の火災件数はほぼ一
貫して減少し，21 年間に 40 % 前後も減っているの
に対し，工場等については，全体として減少傾向に

はあるものの，2015-2019 年は増加傾向を示してお
り，20 年間の減少率も 30 % 程度であることがわか
る。
　近年，事業所の火災件数が急激に減少している理
由については諸説あろうが，著者は，消防白書の出
火原因別火災件数の推移の分析などから，全体とし
ては表１のようなことではないかと推測している。
2.2　工場等と倉庫の「出火率」
⑴　工場等と倉庫の「出火率」の推移
　消防白書の「防火対象物数（2021 年白書の場合
資料第 1-1-1）」から，各年の延べ面積 150 m2 以上
の工場等，倉庫及び一般事業所の数を求めることが
できる。
　2000 年から 2020 年までの防火対象物数の推移
を見ると，一般事業所及び倉庫の数がほぼ一貫して
増加傾向（前者は 20 % 増，後者は 6 % 増）にある
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図１　工場等と倉庫の火災件数（2000-2020）
消防白書より作成

表 １ 最近の事業所火災の減少傾向の理由（推測）

図２　工場等と倉庫の「出火率」（2000-2020）
消防白書より作成　（注）「出火率」は延べ面積 150 m2 以上
の用途別防火対象物 10,000 件当たり用途別火災件数
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のに対し，工場等の数は減少傾向（8 % 減）にある。
　図２は，これらと図１のデータから延べ面積 150 m2

以上の事業所 10,000 件当たりの出火件数を求めた
ものである。分母には延べ面積 150 m2 未満の小規
模な施設が含まれないため真の出火率とは言えない
が，大体の傾向はわかるので，ここではこれを「出
火率」とした。図２を見ると，工場等の「出火率」
は全体として緩い減少傾向にあるものの，2015 年
から 2019 年は増加傾向にあり，20 年間の減少率は
25 % 程度である。一方，一般事業所の「出火率」
は強い減少傾向を続けて 20 年間の減少率は約 53 %
にもなっている。
　このため，2000 年頃に一般事業所の 3 分の 2 程
度だった工場等の「出火率」は，2020 年には同程
度になっている。なお，同時期に倉庫の「出火率」
は約 43 % 減少している。
　以上から，日本全体では事業所等の火災件数や「出
火率」は近年急激に減少しているが，工場等につい
てはその傾向は緩やかで，2015 年 -2019 年にはむ
しろ増加傾向を示しているということができる。
⑵　工場等の出火率が特異な傾向を示す理由
　工場等の出火率がこのような特異な傾向を示す理
由は明らかでないが，著者は，不備が火災等に直結
する石油コンビナート事故の傾向とその理由が示唆
的であると考えている。石油コンビナートの事故件
数や火災件数は消防白書の「特定事業所（石油の貯
蔵・取扱量が 1 千 kl 以上又は高圧ガスの処理量 20
万 m3 以上等である事業所）業態別の一般事故件数

（2021 年白書の場合資料 1-3-4）」から求めること
ができる（図３参照）。
　これを見ると，石油コンビナートの事故件数は，

1976 年から 1993 年までに 3 分の 1 に急減してい
たが，バブル崩壊後の 1993 年を最低値として以後
は上昇傾向に転じ，2021 年までの約 30 年間で 6 倍
になっている。火災件数もほぼ同様の傾向を示して
おり，図１や図２とは全く違う。
　石油コンビナートの事故件数や火災件数がこのよ
うな傾向を示す理由について，石油コンビナートの
保安関係者へのヒアリングなどから，当時，日本の
安全を支えて来た良質な労働者の現場力に頼った安
全システムが社会の深いところで変容したことが潜
在的な原因ではないか（表２参照）と推測した１）。
　著者は，その相当程度が現在まで継続しており，
その幾つかはよりひどくなっている可能性があるの
ではないかと推測している。
　図１と図２で工場等の火災件数や出火率が他の用
途に比べて特異な傾向を示しているのは，以上のよ
うな事態と同根である可能性があるのではないかと
いうのが，著者の考えである。

図３　石油コンビナートの事故・火災件数（1976-2020）
石油コンビナート等特別防災区域内の特定事業所で発生し
た事故件数とそのうちの火災件数（地震起因のものを除く）　
消防白書より作成

表２　日本の安全を支えて来たシステムの変容

図４　用途別「出火率」の比較
消防白書（2021）より作成　（注）「出火率」は延べ面積 150 m2

以上の用途別防火対象物 10,000 件当たり用途別火災件数
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2.3　他の用途と比較した工場等と倉庫の「出火率」
　図４は建物の用途別に「出火率」を比較したもの
だが，工場等の「出火率」は飲食店等と物品販売店
舗の中間程度であり，倉庫は事務所等と同程度で最
も低くなっている。工場等は業務形態も規模も千差
万別でそれぞれ「出火率」も違うはずだが，全部平
均するとこの程度になるということである。
　倉庫は，物品を貯蔵して施錠している限り放火や
電気火災以外に内部出火はなさそうだが，実際には，
物品の出し入れやメンテナンス等の際に人が出入り
するし，内部で仕分けするなど作業場に近い業務形
態のものもあるので，全体ではこの程度の「出火率」
になっているものと考えられる。
　ただし，大規模倉庫の出火率は桁違いに大きい。
　2015 年のデータ（埼玉県三芳町倉庫火災を踏ま
えた防火対策及び消防活動のあり方に関する検討会
報告書（2017 年　消防庁，国土交通省，以下「三
芳町倉庫火災報告書」）資料 1-11，1-12）で見ると，
延べ面積 50,000 m2 以上の倉庫 143 件に対し火災は
9 件発生している。全部ぼや

4 4

（損害額が資産額の
10％未満で焼損床面積が 1 m2 未満のもの）だったが，
10,000 件当たりの出火率は 629.4 件にもなっている。
これは，延べ面積が大きくなると施設 1 件当たりの
出火機会が増えるためだと考えられ，大規模倉庫に
ついてはぼや

4 4

段階で食い止めることが非常に重要で
あることを示している。

3．工場等と倉庫の火災の状況
3.1　工場等の出火箇所と出火原因
　図５は，工場等火災の出火箇所を見たものである。
全体の 80 ％は，作業場・工場部分で発生している。
　表３は，この作業場・工場部分で発生した火災を
発火源別に見たものである。電気関係の火災と作業

に伴う火災が多いことがわかる。
3.2　倉庫の出火箇所と出火原因
　図６は，倉庫火災の主な出火箇所を見たものであ
る。全体の 57.6 % は一般倉庫部分から発生してお
り，工場火災の作業場・工場部分ほどではないが，
倉庫の内部で発生した火災が最も多くなっている。
　また，図７は倉庫火災の主な出火原因を見たもの
である。電気関係が全体の 29.6 %，放火関係が
25.8 ％，合計で 55.4 % を占めている。たき火が 4
位になっているのが目を引くが，外周部などのたき
火が燃え移ったものが 75.3 % ある。ただ，一般倉
庫部分のたき火から出火したとされるものが 22 件

（24.7 %）となっている。倉庫内部で行われたたき
火から出火したということだろうか。

4．工場等と倉庫の焼損床面積
　焼損床面積は，火災損害のうち財産被害の状況と
火災損害防止対策の効果を検証する指標として，極
めて重要である。
4.1　工場等と倉庫の平均焼損床面積
　図８は，工場等と倉庫の平均焼損床面積を，一般

図５　工場等火災の主な出火箇所（2017-2019）
　　消防庁火災報告データより作成　n=3469

表３　工場等の作業場・工場部分の
発火源別出火件数（2017-2019）

発火源 出火件数

電気・ガス・
石油類のい
ずれかを用
いる設備・
器具

溶接器・溶断機 179
工業用炉等 83
乾燥機 37
フライヤー 29
ストーブ類 28

電気関係

配線・配線器具類 271
電気機器 240
変圧器等の電気装置 143
漏電・スパークした機具類 138
固定の電熱器 60
移動可能な電熱器 43
モーター 42

ガスを用いる設備・器具 84
石油類を用いる設備・器具 37

作業関係

熱せられた金属等 344
切削・衝撃等の火花 273
溶融金属・溶融片・溶融ガラス 123
裸火・火の粉等 94

危険性のあ
る物品

自然発火・再燃しやすいもの 100
危険物 38

その他 66
不明 299

合　　　計 2751

　　消防庁火災報告データより作成　n=2751
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事業所と比較して見たものである。工場等と倉庫の
平均焼損床面積は，一般事業所に比べて非常に大き
くなっている。
　図９と図 10 は，工場等と倉庫の火災の平均焼損
床面積及び焼損床面積 1 万 m2 以上の火災件数を見
たものである。

図６　倉庫火災の主な出火箇所（2014-2016）
　　消防庁火災報告データより作成　n=1500

図７　倉庫火災の主な出火原因（2014-16）
　　消防庁火災報告データより作成　n=1500

　工場等の火災は，2015 年以降は焼損床面積 1 万 m2

以上の火災が毎年 1～2 件発生するようになってい
るが，それ以前もしばしば発生しており，平均焼損
床面積は 20 年間大きな変化はない。
　それに対し倉庫の火災は，2002 年以外は発生し
ていなかった焼損床面積 1 万 m2 以上の火災が，
2017 年以降毎年 1～2 件発生するようになり，平均
焼損床面積も同時期に急増している（図 10）。その
結果，倉庫の平均焼損床面積は，以前は工場等とほ
ぼ同程度だったが，現在でははるかに大きくなって
いる（図８参照）。
4.2　構造別に見た工場等と倉庫の火災の焼損床面積
　図 11 は，工場等と倉庫について，主要構造部が
耐火構造の場合と準耐火非木造の場合の平均焼損床
面積の違いを，1999-2008 年の 10 年間（前期）の
平均と 2009-2018 年の 10 年間（後期）の平均の別

図９　工場等の火災の平均焼損床面積及び 
焼損床面積１万 m2 以上の火災件数（2000-2020） 

消防白書（平均焼損床面積については「建物火災の火元建
物用途別の損害状況（2021 年白書の場合資料 1-1-40）」，焼
損床面積 1万 m2 以上の火災については「該当年中の主な火
災（2021 年白書の場合資料 1-1-1）」より作成．図 10も同様

図８　用途別平均焼損床面積（2016-2020）
消防白書「建物火災の火元建物用途別の損害状況（2021 年
白書の場合資料 1-1-40）」より作成

図 10 　倉庫の火災の平均焼損床面積及び 
焼損床面積１万 m2 以上の火災件数（2000-2020） 
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に見たものである。
　「準耐火非木造（の建築物）」は，古くから工場等
や倉庫向けに使われている耐火被覆された鉄骨の柱・
梁と不燃性の外壁を用いた構造の建築物で，建築基
準法施行令第 109 条の 3 第二号の準耐火建築物に
該当する。
　前期は工場等も倉庫も耐火構造の方が準耐火非木
造に比べて平均焼損床面積が遥かに小さい。後期は，
工場等は概ね同様の傾向であり前期より改善されて
いるが，倉庫については，耐火構造の倉庫の平均焼
損床面積が急増して準耐火非木造より遥かに大きく
なっている。後期になると，大規模な倉庫火災が急
増していることを反映したものである。
　「平均焼損床面積」と言うと，その値を中心に正

規分布しているイメージがあるが，火災の場合はそ
うではない。
　図 12 は，工場等の構造別に焼損程度を見たもの
である。ぼやの比率は耐火建築物の場合 80 ％，そ
の他の構造（鉄骨造が多い）の場合でも 50 ％を超
えている。結局，火災が発生しても大部分はぼやで
おさまるのだが，初期消火段階を突破されると延焼
面積が大きくなり，平均すると図 11 のような値を
示すということになる。
　図 12 は，工場等の場合，初期消火に失敗した火
災を途中で止める性能は建築構造によるところが大
きいことを示している。
4.3　工場等と倉庫の焼損床面積と防火区画
　建築基準法令上の工場等と倉庫に対する防火区画
の考え方は表４のとおりである。
　工場等は構造制限がなく必要に応じて大空間を造
れるように措置されているが，倉庫は大規模なもの
には構造制限がかかり，原則として一定規模ごとに
防火区画を設置しなければならない。
　図 11 の結果はこのような建築基準法令の規制と
矛盾するが，倉庫の場合は内部の可燃物量が多く，
防火区画も防火シャッターでなされることが多いこ
とが影響している可能性がある（三芳町倉庫火災報
告書 pp34-56）。
　表５は，構造別に見た工場等火災の状況である。
全体の 2/3 を占めている準耐火非木造の場合，平
均延べ面積は 11 千 m2 だが，1725 件の火災のうち
22 件（1.3 ％）は焼損面積 1500 m2 以上となってお
り，焼損面積 10 千 m2 以上の火災も 3 件ある。主
要構造部の耐火性能が耐火構造に比べて弱い上，防

図 12　工場等の火災の構造別焼損程度（2017-19）
消防庁火災報告データより作成　作業場・工場部分から
発生した火災に限る　n=2571（耐火 363，準耐火非木造
1725，その他構造 483）

表４　建築基準法令における工場等と倉庫の
防火区画についての考え方

工場等
法 27 条 （準）耐火建築物にする義務がない。
令 112 条 自主的に（準）耐火建築物にした場合，

原則として 1500 m2 以内ごとに防火区画
が必要だが，不要とされる場合も多い。

法 26 条 （準）耐火建築物以外のものは， 原則とし
て 1000 m2 以内ごとに耐火構造の防火壁
で区画する必要があるが，条件を満たせ
ば不要とすることができる。

倉庫
法 27 条
令 112 条

延 1500 m2 以上の倉庫は原則として（準）
耐火建築物とし，1500 m2 以内ごとに防
火区画が必要である。

法 26 条 工場等と同じ。
法；建築基準法，令；同法施行令

図 11　工場等と倉庫の構造別平均焼損床面積
（1999-2008 年の平均と 2009-2018 年の平均との比較）
消防庁火災年報「建物火災の火元建物用途別・構造別損害
状況（建物火災限定）（2018 年版の場合第 1-16 表）より作成．
図 12 も同様
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火区画のない大空間で，開口部が少なく消防活動が
困難とあれば，初期消火できなかった場合にこの程
度の被害が出ることは不思議ではない。

5．工場等と倉庫の火災による死者の状況
　図 13 は，1967 年から 2020 年までに発生した火
災による死者数を，用途別に累計したものである。
　これを見ると，一般に火災による死者数が多いと
考えられている用途を押さえて，工場等と倉庫が 2
位と 3 位になっていることがわかる。
　ただし，火災 100 件当たりの死者数（死者発生率）
で見ると（図 14），工場等についてはここ 20 年間
あまり大きな変化はなく，一般事業所の半分程度で
ある。工場等火災の場合，死者の絶対数は多いが，
それは母数が大きいためで，死者発生率はそう大き
くない，と言えるだろう。
　倉庫については，2018 年までは工場等と同じよ
うな傾向だが，2019 年，2020 年と死者発生率が急
上昇している。この時期は，大規模倉庫の急増に伴
う平均焼損床面積の急増の時期と類似しており（図
10 参照），留意すべき状況である。

6．工場等と倉庫の火災対策はリスク管理の視点で
　図９及び図 10 で示したように，工場等と倉庫の
火災は，近年，焼損床面積が 10 千 m2 を超えるも
のが増える傾向にあるが，その場合には，直接被害
だけでなく，サプライチェーンの毀損などによる間
接被害も膨大なものになる。
　建築基準法令上，工場等や倉庫に対する規制は，
第三者の潜在的人命危険性が高い病院や福祉施設等
に対する規制に比べて相対的に緩い。また，半導体
工場や冷凍倉庫等に用いられるサンドイッチパネル
の特異な燃焼特性がまだ法令に反映されていないと
か，性能規定化が主として人命危険を重視して行わ
れ，結果的に財産被害を防ぐ対策が緩和傾向にある
などの問題もある。このため，工場等や倉庫の経営
者は，膨大な間接被害を避けたいなら，リスク管理
の視点から，構造や防火区画のレベルを自ら設定す
る必要がある。初期消火に絶大な効果があるスプリ
ンクラー設備も，工場等や倉庫については消防法令
上設置義務がないため設置例はあまりないが，アメ
リカなどでは，火災保険料率の関係で，ほとんど必
置の状況と聞く。
　工場等や倉庫の建築防火性能を高めたり，スプリ
ンクラー設備を設置したりすれば，その分費用もか
かるが，直接・間接被害の大きさとその発生確率（リ
スク）の視点から，経営者が建設時に適切に判断す
ることが求められる時代になっていると考えられる。
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表５　構造別工場等火災の焼損床面積（2017-2019）

火災
件数

平均
延べ面積

焼損床面積

10000 m2

以上
1500 m2

以上
500 m2 ～
1500 m2

単位 件 m2 件 件 件

耐火 363 21681 0 1 4

準耐火非木造 1725 11303 3 22 37

その他の構造 483 5540 0 5 16

消防庁火災報告データより作成　n=2571

図 13　建築物火災における用途別の死者数累計
（1967-2020）

消防白書「建物用途別及び階層別の死者の発生状況（2021
白書の場合資料 1-1-28 表）」より作成　住宅を除く

図 14　工場等と倉庫の火災 100 件当たり死者数
（2000-2020）

消防白書「建物火災の火元建物用途別の損害状況」及び「建
物用途別及び階層別の死者の発生状況」（いずれも前出）よ
り作成
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